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１．はじめに
2006年12月に「障害のある人の権利に関する条約」



















































Educational approach for children with medical needs considering their living conditions：





















































































International Statistical Classification of Dis-

























































































































































































































































































































































年 度 小学校 中学校 計
1999 1745 8668 10413
2000 1839 8987 10826
2001 1829 9909 11738
2002 1967 9193 11160
2003 1850 8855 10705
2004 1950 8724 10674
2005 1835 8294 10129
2006 1626 7824 9450
2007 1596 7540 9136
2008 1489 7510 8999
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支ぜんそく、肥満、アトピー性皮膚炎、夜尿症、チッ
ク、摂食障害など、小児科などでの診断の典型は、小
児期には、起立性失調、心因性視力障害、過敏性腸症
候群などがあげられる。また、思春期青年期では、過
敏性腸症候群、過呼吸症候群、消化性潰瘍、思春期や
せ症、過敏性膀胱、緊張型頭痛、気管支ぜんそく、起
立性失調などがある。
また「小児心因性疾患」として小児精神科などで扱
われているが、学校不適応、小児神経症、ヒステリー、
場面緘黙などが指摘されている???。
「心身症」などの診断を経て、医療との連携の下で
行われてきた病弱教育養護学校の不登校への取り組み
は、今日的な課題となっているとはいえ、長い歴史を
もっている。その歴史をひらいてきたのが大阪市立貝
塚養護学校とその寄宿舎での取り組みである。1961年
以来、1990年代初頭までに400名を越える登校拒否・不
登校の子どもたちが入学していた（診断名は、心身症、
自律神経失調症等）。1990年代末、寄宿舎のある病弱養
護学校の調査によれば、在籍している子どもの診断名
は内部疾患、喘息、肥満、アトピー性皮膚炎、心身症
などであったが、同時に病弱養護学校に入学する以前
はほとんどの子どもが不登校状態であったことが指摘
されている???。寄宿舎のある病弱養護学校は、全国的に
は多くないが、生活を整え、丁寧な教育的なアプロー
チを行うことのできる貴重な存在である。不登校の子
どもたちの生活の枠組みを整え、学部での学習と寄宿
舎での生活の支えによって、紆余曲折や葛藤はありな
がらも、仲間の中で、仲間とともに困難を乗り越えて
いくという点で貴重な実践をつくっている???。この寄
宿舎併設の貝塚養護学校の不登校への取り組みは、い
くつかの養護学校・特別支援学校の取り組みを促すも
のとなっていた。
４．寄宿舎を有する病弱養護学校（特別支援学校）の
積極的意義－「生活教育」の充実のために
不登校問題に関する調査研究協力者会議「今後の不
登校への対応のあり方について（報告）」（2003年４月）
では、「不登校の要因・背景の多様化・複雑化」とし
て、①不登校の背景と一般的な子どもたちの傾向等（無
気力、学習意欲の低下、耐性がなく未成熟等の社会性
をめぐる問題、学校へ行く義務感の希薄化）等、不登
校が「どの子にでも起こりうる」現代の社会状況、②
家庭の教育力の低下、一部保護者の意識の変化等の状
況、③学校におけるいじめ、暴力等の問題、③新たに
不登校との関連で指摘されているLD、ADHD、児童虐
待等の課題を指摘した上で、個々の要因・背景が多様
化しており、要因・背景の特定の難しさがあり、一括
りに扱うことの問題を指摘している。報告は、その上
で、早期の適切な対応の重要性を指摘し、それぞれの
教育機関がバラバラに対応するのではなく連携のネッ
トワークを構築することなどが提言されているが、今
日的には、特別支援教育との連携が不可欠である。
ところで、学校教育法第８章（特別支援教育）では、
「特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障
害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。
以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高
等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習
上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な
知識技能を授けることを目的とする。」（第72条）とし、
同時に、「幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等
教育学校の要請に応じて…幼児、児童又は生徒の教育
に関し必要な助言又は援助を行うよう努める」（第74
条）として特別支援学校のセンター的役割への努力を
求めていた。また、特別支援学校には、小中学部の設
置、幼稚部高等部の設置、寄宿舎の設置について、旧
学校教育法から規定を引き継いでいる。寄宿舎に関し
ては、「特別支援学校には、寄宿舎を設けなければなら
ない。ただし、特別の事情のあるときは、これを設け
ないことができる」（第78条）、さらに「寄宿舎を設け
る特別支援学校には、寄宿舎指導員を置かなければな
らない。╱寄宿舎指導員は、寄宿舎における幼児、児
童又は生徒の日常生活上の世話及び生活指導に従事す
る」（第79条）と規定されている???。法的には、障害や
困難をもつ子どもたちの学校に寄宿舎は不可欠の教育
機関として位置づけられてきたことになる。
寄宿舎のある盲・聾・養護学校（特別支援学校）は、
充実した就修学の保障という観点から、通学困難なも
ののための寄宿舎という理解のみならず、障害や困難
のある子どもたちの生活の下支え、生活リズムの確立、
生活上の自立のための取り組み、仲間関係の形成、家
族関係の調整など、24時間の生活をとらえた教育を実
施し、またその可能性をもつものとなった。貝塚養護
学校が寄宿舎を設置したときは、たとえば、結核児の
治療後のアフターケアのために、病院と地域での生活
の中間施設的な役割を期待された取り組みがあり、ま
た、心身症の子どもたちの不登校へのアプローチも寄
宿舎という生活の場をもっているからこそできるもの
であった。寄宿舎は通学困難のために設置されている
という一般的な理解があるが、不登校という通学困難
な子どもたちに対してより積極的にその設置や利用を
促進してもよいはずである。こうした観点から、寄宿
舎のある病弱養護学校（特別支援学校）の意義は、病
院への入院や家庭からの通学とは別の生活上の選択肢
を提供するものといえる。
心身症などを中核とした不登校の回復への道のりは
長い。教師やカウンセラーのカウンセリング的対応だ
けでは、回復までの展望が出ないことは珍しいことで
はない。また、学校への拒否の感覚が高じている、家
庭内での昼夜逆転などの生活リズムの乱れや家庭内暴
力の傾向などが見られる場合には、通常の学校と家庭
だけでは支えることは難しい。生活と学習の枠組みを
かえ、長い見通しで、徐々に回復をはかっていくため
にも、子ども自らが、別の場所で関係をつくりなおす
ことを行う必要がある。自分からまわりをみて、少し
ずつ関係を求めていくような力を自然に回復していけ
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る環境が求められる。入院という形態が必ずしも子ど
もの状態にあわない場合も多く、寄宿舎という子ども
のためにつくられた場で、友だちとの関係、指導員の
教育的まなざし、土日には家庭に帰って地域や家庭と
の人間関係をつくりなおすこともできる寄宿舎生活の
積極的で教育的な機能と役割を確認する必要がある。
学校でのいじめ、家庭での家族関係のねじれなどは、
子どもたちの不登校の原因となったものがあった場所
では、なかなか立ち直れない。現実の病弱養護学校に
も、親の養育能力に問題があったり、保護者に精神的
なケアが必要となっている場合や、虐待など養育にも
ともと問題があるようなケースで、子どもが病気に
なったり、病気が悪化したり、行動上の問題や行為障
害や情緒的混乱を起こす場合が多く、病弱のみならず
情緒障害教育にとっても重要な場である。身体的暴
行・性的虐待・ネグレクト・心理的虐待、体罰による
PTSDなど、虐待や体罰が更なる虐待や暴力を生むと
いう悪循環を断ち切る取り組みは、柔軟にしかも迅速
に行われる必要があり、子どもの生活の場において、
子どもの生活や人間関係に細やかなまなざしを注ぎ、
子どもが信頼をよせることのできる存在が不可欠であ
る。子どもの生活から問題を提起し、学校、児童精神
科を中心とした医療機関、児童相談所などの福祉諸機
関が連携をとりあっていく必要がある。
また、不登校との関連で指摘されている発達障害の
問題も視野に入れる必要がある。冒頭に示した不登校
問題に関する調査研究協力者会議報告においても、「学
習障害（LD）、注意欠陥╱多動性障害（ADHD）等の
児童生徒については、周囲との人間関係がうまく構築
されない、学習のつまずきが克服できないと言った状
況が進み、不登校に至る事例は少なくないとの指摘も
ある」とし、発達障害にもふれている。集団への不適
応を起こしたり、いじめられたり、いじめられている
という思い込みなど、二次障害になるケースもある。
学校での不適応ばかりではなく、家庭や地域での生活
にも影響がある。逆に、家庭での養育力の乏しさで、
状態が悪くなる場合もある。不登校を克服する主体は
あくまでも子ども自身であるが、人間関係や教育的関
係の基盤を整えることへの援助をし、受容し、生活の
枠組みを明示していくという指導も求められる。特に
発達障害や発達にアンバランスのある場合、また、様々
な付随的な問題を抱えている子どもと家庭では、通常
学校の教育的な枠組みの中では対応しきれない場合が
多い。
社会的に不安定さを抱える情勢の中、家庭の養育基
盤や生活の基盤が揺らぐ事態も少なくない。機械的な
学校での対応、つまずきの日常的発生や学力形成の困
難、思春期における将来的な進路の見通しの困難など
も踏まえ、病因論や心理学的な検討のみならず、家庭
と学校の生活を整え、さらにそこでの手応えのある能
力と人格の発達をなしとげていけるよう、学童期、思
春期青年期の発達と教育という角度から総合的な検討
と実践が求められている。寄宿舎のある学校、特に特
別支援学校は生活と学習をもとに、問題が重層化する
子どもたちの最後の砦として、その手探りの実践を
行ってきたことを確認しておきたい。
５．まとめ
特別支援教育の今後の発展において、安心して生活
する基盤となる寄宿舎や医療機関があり、その上で学
習と自立を促す教育環境を提供している特別支援学校
の存在意義について、いくつかの点からまとめておき
たい。
まず、第一に、国際的な障害や障害のある人たちの
権利という観点から、障害児教育や特別支援教育に
とっても、環境の観点が重視され、環境の障壁を取り
除くことの重要性が指摘されていること、病弱教育に
おいてもその観点が重視されなければならない。
第二には、病弱教育は特別支援教育の中でも位置づ
けが十分になされてこなかった歴史がある。しかし、
医療の進歩とねばり強い病弱教育の取り組みによって、
その位置づけは歴史的に変遷しつつも、多様性と柔軟
性をもって子どもへの対応ができるようになってきた
こと、さらに、病弱教育・健康教育のセンター的な役
割や難しい子どもへの対応を先駆的に果たしていく役
割が重要になっていることである。
第三には、病弱教育の中心は、喘息、腎炎、ネフロー
ゼなど慢性疾患であったが、小学校３～４年生から中
学生頃におこってくる情緒や思春期的な問題を抱えた
子ども－特に心身症として扱われる不登校などの問題
を持つ児童・生徒が、小児科や精神科・神経科に通院
し、治療を受ける事例が全国的に増え、病弱教育の直
面する課題となっていることである。なかでも不登校
問題は、学校教育の中でもすそ野の広い教育問題であ
り、その中には通常の学校や学級での対応では、救い
きれない子どもたちが、家庭におかれ、家庭では、子
どもへの対応に苦慮し、家庭の崩壊にもつながりかね
ない事態も存在していることも重要な社会問題となっ
ている。
さらに、第四に、心身症などの教育的アプローチと
して、寄宿舎と一体化した特別支援学校の積極的に意
義があることである。2007年度より特別支援教育が全
面的に実施されたことをふまえ、特別支援学校は、発
達において困難さや難しい課題をもった子どもたちの
受け皿となり、今後の特別支援教育の発展の中で重要
な役割をもつものと想定されている。さらに寄宿舎の
生活教育と学校教育を一体化する中で、発達障害への
先駆的な取り組みなども期待されている。また、学習
障害、注意欠陥╱多動性障害等によって、周囲との人
間関係がうまく構築されない、学習のつまずきが克服
できないといった状況が進み、不登校に至る事例や、
広汎性発達障害、アスペルガー障害やADHDなどの発
達障害から、通常の学校や学級での集団への不適応を
起こすものもまれではない。また、いじめられたり、
いじめられていると思いこんだりするなどして、二次
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障害的にこじれてしまうケースもある。しかし、これ
らの発達障害のある子どもを対象とした医療機関は少
なく、通院だけで治療が進むわけでもないという現状
がある。さらに、小児科病棟や小児病院などの閉鎖や
統廃合が進んでおり、入院を伴う治療の条件が十分利
用可能であるわけではない。このような状態も、特別
支援教育の当面する課題であるが、子どもへの取り組
みは後回しにできない。子どもたちの発達上の困難は、
学校での学習や生活ばかりではなく、家庭や地域での
生活にも影響がある。また利用可能な社会資源の乏し
さから状態が悪くなる場合もある。特に発達障害や発
達にアンバランスのある場合は、虐待を受けやすく、
また、虐待など様々な付随的な問題を抱えている子ど
もは、学校での不適応や大人への不信を増幅して、通
常学級では対応できない場合もある。
発達障害、適応障害や心因反応、摂食障害、心身症、
不登校など学齢期・思春期の心と身体をめぐる深刻な
問題、そしてその背景にある、養育や教育環境の複雑
さや困難の問題は、安心して生活できる場の確保と信
頼できる大人や仲間との関係の再構築、そして生活と
学習の支援を丁寧に行うことでしか解決していくこと
は困難である。入退院を繰り返さざるを得ない医療の
現状、学習の場と医療の場と生活の場がそれぞれ違う
ことで子どもたちの回復を妨げる場合もある。思春期
の難しい時期を乗り越え、そして自分を探し、自分を
つくっていくという発達の道行きを歩むのはあくまで
も子ども自身であるが、その基盤を整えること、その
自立への援助は行わなければならない。このような取
り組みは、通常の教育的な枠組みの中では対応しきれ
ない場合には、生活と学習の枠組み全体をかえた取り
組みも求められる。それが、寄宿舎と一体化した特別
支援学校である。たとえば、寄宿舎と一体化した大阪
市立貝塚養護学校の心身症をはじめとした不登校への
アプローチは、不登校の子どもたちの生活の枠組みを
整え、学部での学習と寄宿舎での生活によって、紆余
曲折や葛藤を仲間の中で、仲間とともに困難を乗り越
えていくという点で貴重な実践をつくってきた。医療
では対応しきれない生活の基盤を整え、医療とも連携
を採りながら、しかし相対的に独立して安定した生活
を過ごし、心の傷を癒し、様々な生活経験と学習をと
ぎれさせないという教育の場があった。さらに、この
ような選択肢があることによって、通常の学校での取
り組みの下支えにもなり、また、その経験から学ぶこ
とによって、通常の学校がより充実した対応を行う可
能性を高めてきた。困難をもった子どもたちに向き合
い、不登校、そして行動障害のある子どもたちへの特
色あるアプローチを展開してきた。このような教育実
践が、今後、本格的に実施される特別支援教育の深み
を創るものとして、その実践の継承を図ることが課題
である。
今後、本稿で例示した貝塚養護学校での実践の教育
遺産などを事例的に整理・検討し、教育史上に位置づ
け、特別支援教育として継承すること、さらに、寄宿
舎教育を含む生活実践、生活教育実践の意義と役割、
そしてそれを含み込みうる固有の特別支援学校の位置
づけについて、インクルージョンをめざす諸外国の特
別教育の動向とも重ねながら、歴史的にも国際的にも
吟味を深めていくことが課題である。
付記
本稿は、平成20年（行ウ）第174号学校廃止処分取消
請求事件（大阪市立貝塚養護学校廃校処分取消訴訟）
に関して、2011年８月、大阪地方裁判所に提出した意
見書（玉村公二彦）を基に、改稿したものである。
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（2012年６月８日）http://www.mext.go.jp/b-menu/
shingi/chukyo/chukyo3/044/attach/1321927.htm
３ 厚生労働省「「国際生活機能分類－国際障害分類改訂版－」
（日本語版）の厚生労働省ホームページ掲載について」
（http://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/08/h0805-1.
html）参照。
４ 大川弥生『新しいリハビリテーション－人間「復権」への挑
戦』講談社現代新書、2004年。
５ 共同通信報道（2011年８月５日付）「改正障害者基本法が施
行 「社会的障壁」を除去」
「障害者の権利擁護を目指し、国や企業などに対し、障害が
ある人の社会参加を妨げたり日常生活を制約したりする
「社会的障壁」を取り除くよう求める改正障害者基本法が
５日、施行された。╱心身機能に障害があるだけでなく、社
会的な制度や慣行などの影響で生活が制限される人も「障
害者」として幅広く定義。「すべての国民が障害の有無にか
かわらず共生する社会」の実現を目指す。国連の障害者権利
条約批准に向けた国内法整備の一環。政府は改正法の理念
に基づき、2013年までに関連法案を国会提出する方針だ。╱
改正基本法では、障害者の権利擁護を強化する規定を追加
した。」
６ 玉村公二彦「国連・障害者権利条約の発効と障害者施策の改
善」『育ちと臨床』Vol.５,2008年10月、pp.50-53。
７ 少年保養所内教育機関設置状況については、1948年の大阪
市立少年保養所が最初で、それ以降1958年の大阪府立少年
保養所への教員派遣まで、８ケースあった（文部省『特殊教
育百年史』東洋館出版社、1978年、p.445）。
８ それ以前は「身体虚弱者」の判別基準はあったが、「病弱者」
は規定がなかった。「『教育上特別な取扱を要する児童生徒
の判別基準』の一部改訂について」（1957年５月15日文初初
第273号）の通達によって、「病弱者および身体虚弱者」の概
念、基準及び教育措置が示された。
９ 「学校教育法一部改正」（1961年10月31日）によって、第71
条のうち、「精神薄弱者、身体不自由その他心身に故障のあ
る者」を「精神薄弱者、肢体不自由者若しくは病弱者（身体
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虚弱者を含む。以下同じ。）」と改定した。
10 大阪市立貝塚養護学校『かいづかのきょういく 創立50年
記念誌』1999年10月。
11 池本喜代正「特別支援教育体制における病弱教育の現状と
課題」『宇都宮大学教育学部教育実践総合センター紀要』第
32号、2009年、pp.183-190。
12 その内容としては不登校、神経症、自閉症、拒食症や過食症
などの食行動異常症の順になっている（全国病弱養護学校
校長会編『病弱教育Q＆A 病弱教育の道標Part?』ジアー
ズ教育新社、2001年、2002年改訂版、pp.4-5）
13 全国特別支援学校病弱教育校長会HP（http://www.
zentoku.jp/dantai/jyaku/index.html）。なお、病弱教育校
長会の研究協議会では、2007年度（特別支援教育の開始年
度）以降、「心身症等を有する不登校傾向の児童生徒への取
り組みについて」が情報交換の柱の一つとされて、議論され
ている。
14 文部科学省の学校基本数調査の手引きによると「不登校」は
次のように定義されており、統計上の具体例があげられて
いる（文部科学省「学校基本調査の手引き（小学校・中学校）」
（平成23年度版 http://www.mext.go.jp/b-menu/
toukei/001/06020203/1302427.htm）。
「不登校」：何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社
会的要因・背景により、生徒が登校しないあるいはしたくと
もできない状況にある者（ただし、「病気」や「経済的な理
由」による者を除く。）の数を記入します。なお、欠席状態
が長期に継続している理由が、学校生活上の影響、あそび・
非行、無気力、不安など情緒的混乱、意図的な拒否及びこれ
らの複合等であるものとします。
○「不登校」の具体例
イ学校生活上の影響：いやがらせをする生徒の存在や、教
師との人間関係等、明らかにそれと理解できる学校生活
上の影響から登校しない（できない）。
ロあそび・非行：遊ぶためや非行グループに入ったりして
登校しない。
ハ無気力：無気力でなんとなく登校しない。登校しないこ
とへの罪悪感が少なく、迎えに行ったり強く催促すると
登校するが長続きしない。
ニ不安など情緒的混乱：登校の意志はあるが身体の不調を
訴え登校できない。漠然とした不安を訴え登校しない等、
不安を中心とした情緒的な混乱によって登校しない（で
きない）。
ホ意図的な拒否：学校に行く意義を認めず、自分の好きな
方向を選んで登校しない
ヘ複合：不登校状態が継続している理由が上記具体例と複
合していていずれが主であるかを決めがたい。
15 同前調査（2010年度）
16 大阪市こども相談センター教育相談『平成21年度教育相談
事業報告』2010年３月。
17 全国病弱養護学校校長会が編集協力した『病弱教育Q＆A
 
Part? 病弱教育の視点からの医学事典』（ジアーズ教育新
社、2003年）には、精神・神経科関係の疾病等として、「統
合失調症」「強迫性障害（対人恐怖・赤面恐怖）」「外傷後ス
トレス障害」「摂食障害」「睡眠障害」「その他の神経系疾患」
「自閉症」「注意欠陥╱多動性障害」「不登校」「選択性緘黙」
「習癖異常（チック、異食）」などの項目があげられ、説明
されている。
18 日本心身医学会教育研修委員会編「心身医学の新しい診療
指針」『心身医学』第31巻第７号、1991年。
19 石澤卓夫「小児心因性疾患への対応」『障害者問題研究』第
21巻第２号、1993年、pp.163-170
20 新井英靖・渡辺健治「病気による長期欠席児の教育的対応に
関する研究：寄宿舎併設病弱養護学校児童生徒の実態と特
別な教育的対応について」『東京学芸大学紀要 教育科学』
第51号、2000年、pp.253-259
21 不登校・登校拒否児を寄宿舎に受けいれ、彼らの自立を支え
ようとねばりづよい努力をつづける大阪市立貝塚養護学校
の教育実践記録としてまとめられたものが、大藤栄美子・楠
凡之・藤本文朗編『登校拒否児の未来を育む－寄宿舎のある
もうひとつの公立学校』（大月書店、1992年）である。不登
校に関する教育的アプローチが、フリースクールなどに
よって担われるなかで、寄宿舎のある公立学校としてのア
プローチを行ったという点で教育学的にも注目される。
22 もともとこの寄宿舎必置規定は、学校教育法施行規則に
あったものが、1974年６月１日の学校教育法一部改正に
よって、学校教育法の本体に、73条の２、３として組み込ま
れ、寄宿舎と寮母（後の寄宿舎指導員）に関する内容が学校
教育法に規定されることになったものである。
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